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0810010 公立大学の施設整備支援

　公立大学は、地方公共団体がその
責任において設置・管理するという性
格を有しており、地域における高等教
育機会の提供と地域社会での知的・
文化的拠点としての中心的な役割を
担っており、各地方公共団体の財政
措置において施設整備が行われてい
ます。
　なお、文部科学省から公立大学の
施設整備に係る財政措置は行われて
いません。

Ｃ

　公立大学の施設整備支援については、設置者であ
る地方公共団体が設置・管理するという性格を有す
ることに加え、政府の財政構造改革、地方分権の一
環として、地方向け補助金等の削減が求められてい
る中、御提案の概算要求への反映は困難ですが、国
としては、国公私立大学を通じた大学教育改革を支
援する措置や税制上の優遇措置などを講じており、
各大学においてはこれらを積極的に活用することで、
一層の発展を図っていただくことを期待します。

1026010 公立大学の施設整備支援

　公立大学は、人材養成機関として、よ
り住民に身近な地域の知の拠点とし
て、地域ニーズに応じた役割を果たす
責任を負っている。設置者においても、
厳しい財政状況の中にありながら、社
会的使命を果たすため、運営に腐心し
ているところである。　こうした中、地域
の知の拠点再生プログラムが定められ
たが、地域再生計画と連携して実施す
る施策として、公立大学の施設整備の
支援措置（学科増設等に係る施設整
備）の位置づけが無いことから、地域再
生計画と連携した施設整備に対する支
援を創設していただきたい。

　前橋工科大学では、近年の大学改革への取り組み
として、平成１９年４月１日より既存の３学科を、地域
特性に配慮した6学科へ改編することとしている。ま
た、この改編を機に、より一層の地域の科学技術の
振興、地域文化の発展、推進を目指す観点から、群
馬大学医学部、前橋商工会議所と連携し「科学技術
振興及び地域文化発展のための連携に関する協定
書」を締結し、工学分野と医学分野にまたがる研究
に取り組むこととしている。更には、地元金融機関と
「連携協力協定書」を取り交わし、大学の研究成果等
のシーズと地域企業との技術ニーズのマッチングの
コーディネートや地域企業からの技術相談・情報収
集に関する支援を図ることとしている。

  本学の地域における役割は、産学官連携の活
動拠点、情報の集積拠点、知的創造拠点となり、
地域に貢献できる大学をつくりあげることである。
大学における地域活性化を推進するためには、人
材育成や研究用施設整備・充実が必要不可欠で
あり、本年度から地域研究開発担当の専任職員
を配置するとともに、施設面においては新たに管
理・講義棟や実験棟の計画的な整備を進める予
定である。しかし、文部科学省所管の現行制度に
は、公立大学の施設整備に対する支援が無く、地
域に貢献する新たな人材育成を推進する上での
課題となっている。公立大学の施設整備に対する
支援の創設は、多くの優秀な学生を地域社会に
輩出し、地域社会を活性化させることにより、地域
に支持され、地域に貢献することのできる「地域に
根ざし役立つ大学」として再編整備することができ
るものと考えている。

群馬県 前橋市 文部科学省

0810020 ＰＦＩ的手法に対する補助金の交付

・義務教育諸学校
等の施設費の国庫
負担等に関する法
律

　公立学校施設の整備に当たって
は、その施設の建築に要する経費に
ついて、公立文教施設整備費により
国庫補助を行っており、買収その他こ
れに準ずる方法によって取得を行う場
合についても、当該買収費について
国庫補助の対象としています。

Ｄ

　公立文教施設整備費においては、買収等により施
設の取得を行って、公立学校施設の整備を行う場合
についても、当該買収費について国庫補助の対象と
していますので、現行制度において対応可能です。
なお、具体的な案件につきましては、文部科学省に
御相談下さい。

（項）公立文教施設整備費
（目）公立学校等施設整備費
補助金
（目）公立学校施設整備費負
担金
（目）安全・安心な学校づくり
交付金

146,000,000 1043010 ＰＦＩ的手法に対する補助金の交付

ＰＦＩ法に準拠していなくても、一括発
注、適切なリスク分担等により、民間資
金、民間技術、民間経営ノウハウを活
用し、安くてより質の高い公共サービス
の提供を目的とした事業については、Ｐ
ＦＩの事業方式にあるＢＯＴ方式と同様
に、国庫補助負担金の対象事業とす
る。

近接し、老朽化した２校の小学校を建替え（統合）す
るにあたり、生涯学習センター、教育センター等の社
会教育施設を併設した複合施設をパブリック・プライ
ベート・パートナーシップにより整備し、安心安全の確
保と学社融合の教育を推進する。
具体的には、建物のリースと包括的業務委託を組み
合わせたＰＦＩ的手法を活用して事業の推進を図る。

２校の小学校は、耐震性に大きな不安を抱え、特
に、２校のうち１校は、老朽化が進んでいることか
ら、早急な再整備（統合）が必要とされている。
しかし、ＰＦＩ法に準拠した場合は、その手続きに相
当な期間を要することから、子供たちの安心安全
を第一に考えると、短期間の事業推進ができる手
法が望まれているため、リースと包括的業務委託
を組み合わせたＰＦＩ的手法により、ＶＦＭと推進ス
ピードの両方を獲得し、早期に安全安心を確実な
ものにしていきたい。
なお、ＰＦＩ的手法は、ＰＦＩの事業手法であるＢＯＴ
と概ね同様の手法である。
また、本件国庫補助負担金はＢＯＴによるＰＦＩ事
業の施設整備に係るサービス購入費も補助対象
としている。

栃木県 栃木市 文部科学省

0810030
現代ニーズの発信地「参加型子育
て支援システム」導入計画

【現代的教育ニーズ取組支援プログラ
ム】
　「現代的教育ニーズ取組支援プログ
ラム」は、社会的要請の強い政策課
題に対応したテーマ設定を行い、各大
学・短期大学・高等専門学校から申請
された教育プロジェクトの中から、優
れた取組を選定し、支援を行うととも
に、広く社会に情報提供を行うことに
より、高等教育の更なる活性化を図る
プログラムです。

【ITを活用した次世代型家庭教育支援
手法開発事業】
　携帯電話による子育て相談や情報
提供など、ＩＴを活用した先進的な家庭
教育支援の取組を試行し、より効果
的な支援手法を開発・普及することに
より、一人でも多くの親に対するきめ
細かな家庭教育支援の推進を図るこ
とを目的とした事業です。

【生涯学習まちづくりモデル支援事
業】
　Ｈ１４～１６年度の３ヶ年の委託事業
として実施したものであるため、現在
は終了しています。

Ｃ

　「現代的教育ニーズ取組支援プログラム」は、社会
的要請の強い政策課題に対応したテーマ設定を行
い、各大学・短期大学・高等専門学校から申請され
た教育プロジェクトの中から、優れた取組を選定し、
支援を行うとともに、広く社会に情報提供を行うことに
より、高等教育の更なる活性化を図るプログラムであ
り、子育て支援を目的とした事業ではありません（な
お、ご提案の「ITを活用した実践的遠隔教育」「人材
交流による産学連携教育」とも既に公募を終了した
テーマです）。
　また、「ITを活用した次世代型家庭教育支援手法開
発事業」は、ITを活用した先進的な家庭教育支援の
取組を試行することで、より効果的な支援手法を開
発・普及することを目的としています。
　このように、子育て支援を目的としていないものも
含め、お互いに趣旨が全く異なる事業等を「パッケー
ジ化」することについては、各事業の目的達成を図る
ことができなくなるなどの影響が考えられ、概算要求
に反映することは困難と考えます。

1163010
現代ニーズの発信地「参加型子育
て支援システム」導入計画

市民型公共事業を目指す地域コミュニ
ティ再生のための支援として、
①コミュニティ再生事業の子育て支援
関連のパッケージ化。

今回提案のシステムの実行部隊となる
人的資源の確保及び育成のための支
援として、
②子育て世代の雇用促進、開拓および
若年者のトライアル雇用の促進のパッ
ケージ化。

子育て支援情報を共有し、円滑なＩＴ環
境を整備するための支援として、
③子育て支援に特化したＩＴ関連事業の
パッケージ化。

現実問題を抱えている現代ママ/パパのニーズを知
り、実感できる子育て支援活動ができる仕組みづくり
【参加型子育て支援システム】を提案する。情報発信
/収集の場として、時間・場所を問わずに誰もが参
加、提案できるＨＰ「子育てコミュニティサイト」を立ち
上げる。企業の協力を得てパパの参加を積極的に呼
びかける。平行して、サイトを情報源に現場をつなぐ
「先輩ママ事業」と、現行プランや現代の家族問題を
わかりやすく説明する教材の発信や、出張説明会を
設ける「現代子育て事情広報活動」を行う。これらの
総括としてワークショップを設け、行政とともに実現化
を検討する。全体の実行部隊は、事務局をもとに、学
生や主婦を起用する。

本来、各家庭が実感できる子育て支援とは、多様
化する家族形態や地域性を含めた実態に即した
ものが望ましい。少子化問題において効果的な対
策を施すためにも、現段階で世代や性別によって
異なっている論点を現代家庭のニーズに合わせ
て整理する必要がある。今回提案のシステムで
は、問題を抱えている世代が直接参加することに
より、問題や望む支援を数値で捉えることを可能
とする。このシステムを公開することにより、学校
や企業を含む地域社会がニーズに答える社会的
環境をイメージし易い効果をもたらし、行政が参画
することにより、ニーズにあった支援の実施へと結
びつく循環ができる。生活に密着して共有しやす
い課題である「子育て支援」をきっかけに、「参加
→提案→数値化→実施」の好循環を導くことがで
きれば、骨太な地域コミュニティの基盤が構築で
きる。

山梨県 TwosTep
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